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1 「大泉町 みらい創造羅針盤」策定の経過

■基本構想及び実施計画（2019 年度～ 2021 年度）の策定

平成２９年 ８月 ７日 庁議

９月２７日 第 1 回策定推進委員会

１０月１０日 第 1 回策定推進委員会合同部会

３１日 総合計画職員説明会

１２月 ６日 第 2 回策定推進委員会部会

１９日 第 2 回策定推進委員会

平成３０年 １月１０日 アンケート調査実施（～1 月 24 日）

４月２０日 第 3 回策定推進委員会部会

２７日 第 3 回策定推進委員会

５月 ７日 勤労者向けアンケート調査実施（～５月 23 日）

１６日 第 4 回策定推進委員会

２４日 第 4 回策定推進委員会部会

３０日 第 5 回策定推進委員会

６月 ８日 第 6 回策定推進委員会

１５日 第 7 回策定推進委員会

１９日 町長ヒアリング

２８日 第 8 回策定推進委員会

７月 ５日 庁議

１９日 議会全員協議会

２４日 第 1 回総合計画審議会

２６日 パブリックコメント実施（～8 月 31 日）

９月２１日 第 9 回策定推進委員会

１０月 ５日 第 2 回総合計画審議会

１２日 第 10 回策定推進委員会

１８日 庁議

１１月１６日 第 3 回総合計画審議会

１２月 ６日 議会全員協議会

１１日 12 月議会定例会（基本構想の策定）

平成３１年 １月１６日 第 11 回策定推進委員会

２５日 第 12 回策定推進委員会

３１日 総合計画職員説明会

２月 ７日 庁議
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■基本構想の修正及び第二期実施計画（2022 年度～ 2025 年度）

の策定

令和２年 １２月 ３日 庁議

令和３年 ２月２４日 第 1 回策定推進委員会

３月２５日 第 2 回策定推進委員会

４月２７日 第 3 回策定推進委員会

５月１２日 第 1 回策定推進委員会部会（～5 月 21 日）

２７日 第 4 回策定推進委員会

６月 ３日 議会全員協議会

１１日 第 5 回策定推進委員会

２３日 第 6 回策定推進委員会

７月 １日 第 7 回策定推進委員会

８日 町長ヒアリング

１５日 庁議

８月 ５日 議会全員協議会

６日 パブリックコメント実施（～9 月 10 日）

９月１７日 第 8 回策定推進委員会

２４日 第 1 回総合計画審議会（文書会議）

１０月１４日 第 9 回策定推進委員会（文書会議）

２１日 庁議

１１月 ２日 第 2 回総合計画審議会

２９日 第 2 回策定推進委員会部会（～12 月 22 日）

１２月 ２日 議会全員協議会

７日 12 月議会定例会（基本構想の変更）

令和４年 １月２０日 第 10 回策定推進委員会

３月１６日 第 11 回策定推進委員会（文書会議）

１７日 町長決裁
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2 「大泉町 みらい創造羅針盤」策定の実施体制

※網掛けで覆っている箇所は、平成 30 年度の本計画策定時に実施したものです。

■総合計画審議会

町長が委嘱する、各公共団体の役職員や学識経験者で組織し、町長の諮問に応じ、総合

計画に関する事項について調査及び審議する機関です。

■総合計画策定推進委員会

委員長、副委員長、委員から組織し、委員長を副町長、副委員長を教育長、委員を各部

長等とする、総合計画の策定及び推進に係る事務を所掌する組織です。

■総合計画策定推進委員会部会

部会員で組織し、総合計画の策定及び推進に係る調査研究を行うための組織で、部会員

は各課長等としています。
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3 大泉町総合計画審議会条例

（設置）
第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、

大泉町総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
（所掌事務）

第２条 審議会は、町長の諮問に応じ、大泉町総合計画に関する事項について調査及び審
議する。

（組織）
第３条 審議会は、委員２０人以内で組織する。
２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。

(１) 公共団体等の役職員
(２) 学識経験を有する者
（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱の日から当該諮問に係る審議が終了したときまでとする。
（会長及び副会長）

第５条 審議会に、会長及び副会長１人をおく。
２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。
３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）
第６条 審議会は、会長が招集する。
２ 審議会は、委員の定数の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。
（庶務）

第７条 審議会の庶務は、企画部において処理する。
（補則）

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は町長が定める。
附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。
２ 大泉町建設審議会条例（昭和３２年大泉町条例第２５号）は、廃止する。

附 則（昭和５０年１２月２５日）
この条例は、公布の日から施行する。

附 則（昭和６２年６月３日）
この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成元年９月８日）
この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成６年３月２４日）
この条例は、平成６年４月１日から施行する。

附 則（平成１０年３月１０日）
この条例は、平成１０年４月１日から施行する。

附 則（平成１２年６月１９日）
この条例は、平成１２年９月１日から施行する。

附 則（平成１３年１２月１７日）
この条例は、平成１４年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年３月１４日）
この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年１２月２０日）
この条例は、平成１９年１月１日から施行する。

附 則（平成２１年１２月１４日）抄
（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。
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4 大泉町総合計画審議会委員名簿

■基本構想及び実施計画（2019 年度～ 2021 年度）の策定時

所 属 ・ 役 職 等 氏 名

大泉町教育委員会 教育長職務代理者（審議会 会長） 髙倉 圭子

大泉町農業委員会 会長（審議会 副会長） 持田 一郎

大泉町区長会 会長 岩﨑 正男

大泉警察署 署長 荒船 和男

群馬県邑楽館林振興局 局長 小宮 利夫

大泉国際交流協会 会長 糸井 昌信

大泉町協働のまちづくり推進懇談会 座長 中村 京子

大泉町社会福祉協議会 会長 神長 泰弘

大泉町民生委員児童委員協議会 会長 坂本 勝三

館林市邑楽郡医師会 副会長 松本 恵理子

大泉町商工会 会長 茂木 透

大泉町内小中学校校長会 会長 岩上 秀明

大泉町青少年育成推進員連絡協議会 会長 橋本 浩樹

大泉町スポーツ文化振興事業団 理事長 川田 登志雄

関東学園大学 教授 林 仁史

上毛新聞社東毛総局 局長 久保田 健

大泉保育福祉専門学校 学校長 齋藤 ソノ子

大利根金属工業協同組合 理事長 米澤 雄大

群馬銀行大泉支店 支店長 横田 勇起

ＯＮＮ労働組合 書記長 鈴木 智秀
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■基本構想の修正及び第二期実施計画（2022 年度～ 2025 年度）

の策定時

所 属 ・ 役 職 等 氏 名

関東学園大学 教授（審議会 会長） 林 仁史

オン・セミコンダクター労働組合 書記長（審議会 副会長） 鈴木 智秀

大泉町農業委員会 会長 久保田 眞司

大泉町商工会 会長 茂木 透

大利根金属工業協同組合 代表 青木 聡

群馬銀行大泉支店 支店長 稲村 勤

群馬県東部振興局 地域支援員 片山 翔平

大泉国際交流協会 会長 糸井 昌信

大泉町社会福祉協議会 会長 岩瀬 寿夫

館林市邑楽郡医師会 副会長 松本 恵理子

大泉町自治会連絡協議会 会長 岩﨑 正男

館林行政県税事務所 所長 武政 秀明

大泉町内小中学校校長会 代表 横山 みどり

大泉町私立幼稚園・認定こども園協会 書記 西本 良枝

上毛新聞社東毛総局 局長 坂西 恭輔

弁護士 神尾 真澄
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5 大泉町総合計画策定推進委員会設置要綱

（設置）
第１条 大泉町総合計画を策定し、及び推進するため、大泉町総合計画策定推進委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。
（総合計画）

第２条 この要綱において「大泉町総合計画」とは、町政の総合的な計画をいい、次に掲
げる基本構想及び実施計画から構成されるものをいう。
(１) 基本構想 総合的かつ計画的な行政運営を図るための基本的な指針として、本町の
特性を踏まえたまちづくりの基本理念や将来都市像を示し、かつ、長期的な視点に立っ
た基本目標を示すものをいう。
(２) 実施計画 基本構想における基本目標に基づき、当該基本目標を達成するために必
要となる主要な施策を示す計画をいう。
（所掌事項）

第３条 委員会は、大泉町総合計画の策定及び推進に係る事項を所掌する。
（組織）

第４条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。
２ 委員長は、副町長をもって充てる。
３ 副委員長は、教育長をもって充てる。
４ 委員は、別表第１に掲げる職員をもって充てる。

（委員長及び副委員長）
第５条 委員長は、委員会の会務を総理する。
２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。

（委員会の会議）
第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。
２ 委員長は、必要があると認めるときは、関係職員の出席を求め、説明又は意見を聴く

ことができる。
（部会）

第７条 委員会に別表第２左欄に掲げる部会を置き、部会の委員は、同表右欄に掲げる職
員をもって充てる。

２ 部会に部会長及び副部会長を置き、委員長が指名する部会の委員をもって充てる。
３ 部会は、委員会の求めに応じ、大泉町総合計画の策定及び推進に係る調査研究を行う。
４ 別表第２中欄に掲げる委員会の委員は、同表左欄に掲げる部会を担任する。

（部会長及び副部会長）
第８条 部会長は、部会の会務を総理する。
２ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職務を代理する。

（部会の会議）
第９条 部会の会議は、部会長が招集し、その議長となる。
２ 部会長は、必要があると認めるときは、関係職員の出席を求め、説明又は意見を聴く

ことができる。
（庶務）

第１０条 委員会の庶務は、企画部企画戦略課において処理する。
（その他）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附 則

この要綱は、決裁の日から施行する。
附 則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
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別表第１（第４条関係）

総務部長、企画部長、財務部長、健康福祉部長、住民経済部長、都市建設部長、教育部長、
議会事務局長及び会計管理者

別表第２（第７条関係）

※基本構想及び実施計画（2019 年度～2021 年度）の策定時

部会 委員会の委員 部会の委員

生活産業都市部会

住民経済部長

及び

都市建設部長

安全安心課長、住民課長、国民健康保険課長、
経済振興課長、農業振興課長、都市整備課長、
土木管理課長、都市施設課長及び環境整備課長

教育福祉部会

健康福祉部長

及び

教育部長

福祉課長、高齢介護課長、健康づくり課長、

教育管理課長、教育指導課長、こども課長、

南保育園長、北保育園長、西保育園長、

生涯学習課長、公民館長及び図書館長

行財政協働部会

総務部長、

企画部長、

財務部長、

議会事務局長

及び会計管理者

長公室長、総務課長、企画戦略課長、
情報政策課長、多文化協働課長、財政課長、
契約管財課長、税務課長、収納課長、会計課長、
議会事務局次長及び監査委員事務局長

部会 委員会の委員 部会の委員

生活産業都市部会

住民経済部長

及び

都市建設部長

安全安心課長、住民課長、国民健康保険課長、
経済振興課長、都市整備課長、道路公園課長
及び環境整備課長

教育福祉部会

健康福祉部長

及び

教育部長

福祉課長、高齢介護課長、健康づくり課長、

教育管理課長、教育指導課長、こども課長、

南保育園長、北保育園長、西保育園長、

生涯学習課長、公民館長及び図書館長

行財政協働部会

総務部長、

企画部長、

財務部長、

議会事務局長

及び会計管理者

秘書課長、総務課長、企画戦略課長、
広報情報課長、多文化協働課長、財政課長、
税務課長、収納課長、会計課長、議会事務局次長
及び監査委員事務局長
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6 大泉町総合計画に係るアンケート調査（抜粋）

■調査概要

平成 31 年度からの「まちづくりの基本的な考え方」や「目指すべき将来の姿」

を明らかにし、その実現に向けた取り組みを示す「次期大泉町総合計画」の策定に

際し、まちづくりに対するこれまでの評価とこれからのニーズを把握し、広く住民

のみなさまのご意向を反映させることを目的として実施しました。

□対象者と実施結果

□回答者の年齢構成

対 象 日 本 人 外 国 人 中 学 生

抽 出 方 法

町内在住の
18 歳以上の

日本人住民から
無作為に抽出

町内在住の
外国籍住民から
無作為に抽出

町内の
中学 2 年生全員

実 施 時 期 平成 30 年 1 月 平成 30 年 1 月 平成 30 年 1 月

実 施 方 法
郵送による
配布・回収

郵送による
配布・回収

各中学校における
配布・回収

配 布 数 3,000 票 500 票 336 票

回 収 数 960 票 42 票 319 票

回 収 率 32.0％ 8.4％ 94.9％

日本人

外国人 4.8

0.8

16.7

6.4

19.0

9.9

28.6

14.2

19.0

15.6

7.1

21.3

2.4

29.9

2.4

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 無回答

ｎ=42

ｎ=960

（％）
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■今後優先すべき施策について

前総合計画における施策の取り組みについての満足度と優先度について、調査しま

した。なお、優先度については、基本目標の中での優先度順に示しています。

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00

（点）全体平均＝3.18

※棒グラフは満足度の値です。

1位 既存の道路網の舗装や管理の状況

2位 公園の整備や利用のしやすさ

3位 市街地の整備

4位 河川・水路の整備

5位 新たな道路網の整備

1位 防犯対策の推進

2位 下水道の整備

3位 ごみ処理体制の整備

4位 防災対策の推進

5位 安全な水の供給

6位 環境問題への対応

7位 交通政策の充実

8位 消防・救急の充実

9位 景観の保全

10位 消費者トラブルへの対応

11位 公営住宅の整備

1位 学校教育の充実

2位 スポーツ活動をしやすい環境の整備

3位 図書館の充実

4位 生涯学習の推進

5位 幼児教育の充実

6位 青少年の健全育成の推進

7位 学校施設の充実

8位 芸術・文化の振興

9位 文化財などの保存整備

10位 学童保育の学習サポート事業の推進

1位 高齢者福祉の充実

2位 交通弱者への支援の充実

3位 子育て支援の充実

4位 広域医療体制の充実

5位 健康診断・健康づくりの充実

6位 町で実施する検診事業の充実

7位 地域福祉の充実

8位 障がい者福祉の充実

1位 商業の振興

2位 勤労者支援の充実

3位 工業の振興

4位 観光の振興

5位 農業の振興

1位 在住外国人との共生の推進

2位 行財政改革の推進

3位 行政が担う役割

4位 まちづくりへの町民参画の機会

5位 広域行政の充実

6位 NPOやボランティアなどの活動支援の充実

7位 情報の共有化の推進

8位 人権教育の推進

9位 男女共同参画の推進
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7 大泉町の宣言

・交通安全都市宣言（昭和 37 年 1 月 29 日 議会制定）

交通道徳の向上と遵法精神の高揚を図り、悲惨な交通事故の絶滅を期す目的で制定

されました。

・スポーツ都市宣言（昭和 55 年 12 月 19 日 制定）

大泉町町民憲章に基づき、町民体育館の完成を機に、スポーツをとおして、明るい

豊かな大泉町を築くことを目的に制定されました。

・非核平和の町宣言（昭和 62 年 6 月 26 日 議会制定）

世界唯一の核被爆国であり、空爆の悲惨さを体験している大泉町の発足 30 周年に

あたり、総ての核兵器の廃絶と、永遠の世界平和の達成を目指し制定されました。

・文化都市宣言（昭和 62 年 7 月 24 日 制定）

大泉町発足 30 周年にあたり、町民憲章にのっとり、特色ある文化都市をめざし、

「創造」「感動」「ふれあい」を理念に制定されました。

・ゆとり宣言（平成 2 年 9 月 20 日 議会制定）

労働時間の欧米諸国との均衡を図り、真に豊かな生活を目指し制定されました。

・環境宣言（平成 4 年 9 月 25 日 議会制定）

自然環境の破壊は、人類存亡の危機に発展する。自然環境を守ることを目指し制定

されました。

・人権尊重と福祉の町宣言（平成 6 年 5 月 20 日 制定）

町民一人一人が、お互いの人権を尊重しあらゆる形態の差別をなくし、同和問題等

の一日も早い解消を含めて、真に自由にして平等な町づくりの推進と、町民総参加に

よる共に支えあう福祉の町づくりを目指して制定されました。

・平和都市宣言（平成 29 年 4 月 8 日 制定）

大泉町発足 60 周年にあたり、戦禍を克服し、生まれ変わったこの緑豊かなふるさ

とを未来の子どもたちへとつなぎ、平和を願う世界の人々とともに、永久の平和を実

現するために制定されました。


